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２
０
１
６（
平
成
28
）年
度
税
制
改
正
大
綱税

理
士　

井
川　

博
幸

経税部経税部
だよりだより

２
０
１
６
（
平
成

２
０
１
６
（
平
成
2828
）
年
度

）
年
度

税
制
改
正
大
綱
の
概
要

税
制
改
正
大
綱
の
概
要

法
人
税
減
税
は
必
要
な
の
か

法
人
税
減
税
は
必
要
な
の
か

１
．
個
人
所
得
課
税

１
．
個
人
所
得
課
税

２
．
資
産
課
税

２
．
資
産
課
税

３
．
法
人
課
税

３
．
法
人
課
税

４
．
消
費
課
税

４
．
消
費
課
税

５
．
納
税
環
境
整
備

５
．
納
税
環
境
整
備

６
．
６
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
記
載
の
対
象
書
類
の
見
直
し

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
記
載
の
対
象
書
類
の
見
直
し

　

自
民
・
公
明
の
両
党
は
昨
年
12
月
16
日
、
２
０
１
６
（
平

成
28
）
年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
を
正
式
決
定
し
た
。

　

柱
は
、
消
費
税
の
軽
減
税
率
の
導
入
と
法
人
実
効
税
率
の

引
下
げ
で
あ
る
。

　

今
回
は
こ
の
税
制
改
正
大
綱
の
概
略
を
ま
と
め
て
み
た
。

① 

空
き
家
を
売
却
し
た
際
の

譲
渡
所
得
の
特
別
控
除
の

導
入

・
被
相
続
人
の
居
住
の
用
に

供
さ
れ
て
い
た
一
定
の
家
屋

を
相
続
し
た
相
続
人
が
、
耐

震
改
修
又
は
除
却
を
行
っ
た

上
で
家
屋
又
は
土
地
を
売
却

し
た
場
合
の
譲
渡
所
得
に
つ

い
て
特
別
控
除
（
３
０
０
０

万
円
）
を
導
入
す
る
。

② 

三
世
代
同
居
に
対
応
し
た

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
に
係
る

税
額
控
除
制
度
の
導
入

・
三
世
代
同
居
に
対
応
し
た

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
に
関
し
、

住
宅
借
入
金
等
を
利
用
し
て

リ
フ
ォ
ー
ム
を
行
っ
た
場
合

や
自
己
資
金
で
リ
フ
ォ
ー
ム

を
行
っ
た
場
合
の
税
額
控
除

制
度
を
導
入
す
る
。

③ 

ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
薬
控
除

（
医
療
費
控
除
の
特
例
）

の
導
入

・
検
診
、
予
防
接
種
等
を
受

け
て
い
る
個
人
を
対
象
と
し

て
、
い
わ
ゆ
る
ス
イ
ッ
チ
Ｏ

Ｔ
Ｃ
医
薬
品
の
購
入
費
用

（
年
間
１
・
２
万
円
を
超
え

る
部
分
の
金
額
）
に
所
得
控

除
制
度
を
導
入
す
る
。

④ 

個
人
の
寄
付
税
制
の
包
括

的
な
見
直
し

・
国
立
大
学
法
人
等
の
学
生

の
修
学
支
援
事
業
の
た
め
に

充
て
ら
れ
る
寄
付
に
つ
い
て

税
額
控
除
制
度
を
導
入
す

る
。

⑤ 

通
勤
手
当
の
非
課
税
限
度

額
の
引
上
げ

・
通
勤
手
当
の
非
課
税
限
度

額
の
最
高
限
度
額
を
月
10
万

円
か
ら
月
15
万
円
に
引
上
げ

る
。

① 

機
械
及
び
装
置
の
固
定
資

産
税
の
特
例
措
置
の
創
設

・「
中
小
企
業
の
生
産
性
向

上
に
関
す
る
法
律
」（
仮

称
）
の
制
定
を
前
提
に
、
中

小
企
業
者
等
が
、
一
定
の
機

①
法
人
税

・
法
人
税
率
の
引
下
げ
等

　

法
人
税
の
税
率
に
つ
い

て
、
表
１
の
と
お
り
、
段
階

的
に
引
下
げ
る
。

・
減
価
償
却
の
見
直
し

　

２
０
１
６
（
平
成
28
）
年

４
月
１
日
以
後
に
取
得
を
す

る
「
建
物
附
属
設
備
」
及
び

「
構
築
物
」
の
償
却
方
法
を

定
額
法
に
一
本
化
す
る
。
こ

れ
は
所
得
税
に
つ
い
て
も
同

様
。

②
租
税
特
別
措
置
の
見
直
し

・
生
産
性
向
上
設
備
促
進
税

制
は
、
適
用
期
限
を
も
っ
て

廃
止
す
る
。

③ 

地
方
法
人
課
税
（
２
０
１

７
年
４
月
１
日
以
後
開
始

す
る
事
業
年
度
か
ら
）

・
地
方
住
民
税
法
人
税
割
の

税
率
の
引
下
げ
（
表
２
）

・
地
方
法
人
税
の
税
率
の
引

　

法
人
税
減
税
の
目
的
は
、

海
外
企
業
の
誘
致
を
促
進

し
、
日
本
企
業
の
国
際
競
争

力
を
高
め
る
こ
と
を
期
待
し

た
も
の
で
あ
る
。
財
務
省
の

「
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
法

人
税
率
の
国
際
比
較
」
に
よ

る
と
日
本
の
実
効
税
率
は
33

・
11
％
で
、
ア
メ
リ
カ
40
・

75
％
、
フ
ラ
ン
ス
33
・
33

％
、
ド
イ
ツ
29
・
66
％
、
イ

ギ
リ
ス
20
・
00
％
、
中
国
25

・
00
％
、
韓
国
24
・
20
％

で
、
日
本
の
法
人
税
が
高
い

水
準
に
な
っ
て
い
る
。

　

大
綱
で
は
、「
課
税
ベ
ー

ス
を
拡
大
し
つ
つ
税
率
を
引

　

消
費
税
率
は
、
来
年
４
月

か
ら
10
％
に
引
上
げ
ら
れ
る

こ
と
が
決
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
引
上
げ
は
、
社
会
保
障

の
安
定
財
源
の
確
保
及
び
財

政
の
健
全
化
を
達
成
す
る
こ

と
を
目
的
に
実
施
さ
れ
る
も

の
で
あ
る
。
社
会
保
障
制
度

の
充
実
が
急
務
で
あ
る
こ
と

は
明
ら
か
で
あ
る
し
、
わ
が

国
の
財
政
の
現
状
は
非
常
に

厳
し
い
状
況
で
あ
る
。
し
か

し
、
消
費
税
の
増
税
分
が
必

ず
し
も
社
会
保
障
の
財
源
に

使
わ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
。

　

財
務
省
の
資
料
に
よ
る
主

要
税
目
の
税
収
の
推
移
で
み

る
と
、
１
９
８
９
（
平
成

元
）
年
消
費
税
導
入
時
で

は
、
法
人
税
19
・
０
％
、
所

得
税
21
・
４
％
、
消
費
税
３

・
３
％
で
あ
っ
た
も
の
が
、

下
げ
る
」
と
い
う
考
え
の

下
、
法
人
課
税
を
よ
り
広
く

負
担
を
分
か
ち
合
う
構
造
へ

と
改
革
し
、「
稼
ぐ
力
」
の
あ

る
企
業
等
の
税
負
担
を
軽
減

す
る
こ
と
に
よ
り
、
収
益
力

拡
大
に
向
け
た
前
向
き
な
投

資
や
、
継
続
的
・
積
極
的
な

賃
上
げ
が
可
能
な
体
質
へ
の

転
換
を
促
す
と
し
て
い
る
。

し
か
し
、
法
人
税
の
現
実
の

課
税
ベ
ー
ス
は
多
く
の
優
遇

措
置
で
あ
る
租
税
特
別
措
置

に
よ
っ
て
低
く
押
さ
え
ら
れ

て
い
る
。
財
務
省
の
デ
ー
タ

で
も
、
法
人
所
得
に
お
け
る

課
税
ベ
ー
ス
は
日
本
31
・
９

２
０
１
５
（
平
成
27
）
年
度

予
算
で
は
、
法
人
税
11
・
０

％
、
所
得
税
16
・
４
％
、
消

費
税
17
・
１
％
と
法
人
税
は

８
％
、
所
得
税
は
５
％
の
減

少
で
あ
る
が
、
消
費
税
は
14

％
も
増
加
し
て
い
る
。
法
人

税
・
所
得
税
の
減
少
分
を
消

費
税
が
補
っ
て
い
る
こ
と
が

窺
え
る
。
ま
た
、
消
費
税
に

は
以
前
か
ら
、「
景
気
を
悪

化
さ
せ
る
」、「
逆
進
性
が
極

め
て
高
い
」、
な
ど
多
く
の

問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。

　

今
回
の
大
綱
に
盛
り
込
ま

れ
た
軽
減
税
率
の
導
入
に
は

更
に
次
の
よ
う
な
こ
と
が
懸

念
さ
れ
る
。

① 

逆
進
性
の
緩
和
に
は
な
ら

な
い

　

軽
減
税
率
の
導
入
は
逆
進

性
の
緩
和
が
目
的
と
さ
れ
て

い
る
が
、
低
所
得
者
も
高
所

得
者
も
同
じ
よ
う
に
軽
減
税

率
が
適
用
さ
れ
る
た
め
、
低

所
得
者
よ
り
も
多
額
の
も
の

を
購
入
す
る
高
所
得
者
へ
の

恩
恵
の
ほ
う
が
上
回
る
こ
と

に
な
り
、
そ
の
効
果
は
逆
進

的
に
な
る
こ
と
が
与
党
税
制

協
議
会
で
も
示
さ
れ
て
い

る
。

② 

対
象
品
目
・
線
引
き
の
設

定
が
困
難

　

合
理
的
な
対
象
品
目
の
設

定
を
す
る
こ
と
が
極
め
て
困

難
で
あ
る
。
大
綱
で
は
、
軽

減
税
率
対
象
品
目
と
し
て
、

飲
食
料
品
の
譲
渡
（
酒
類
、

外
食
を
除
く
）
と
な
っ
て
い

る
が
、
外
食
の
線
引
き
に
つ

い
て
わ
か
り
に
く
い
部
分
が

あ
り
、
軽
減
税
率
導
入
後
の

混
乱
は
必
至
と
思
わ
れ
る
。

③
事
業
者
事
務
負
担
の
増
大

　

複
数
税
率
制
度
に
対
応
し

た
仕
入
税
額
控
除
方
式
と
し

て
、
適
格
請
求
書
等
保
存
方

式
（
い
わ
ゆ
る
「
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
」）
を
２
０
２
１

（
平
成
33
）
年
４
月
か
ら
導

入
す
る
と
し
て
い
る
が
、
こ

れ
は
、
店
頭
は
も
ち
ろ
ん
の

こ
と
、
広
範
な
事
業
者
の
事

務
負
担
が
増
加
し
、
ま
た
シ

ス
テ
ム
開
発
な
ど
に
多
額
の

資
金
が
必
要
と
な
る
。

　

軽
減
税
率
制
度
と
い
っ
て

も
、
税
率
が
８
％
に
据
え
置

か
れ
る
だ
け
で
あ
り
、
何
の

軽
減
に
も
な
っ
て
い
な
い
。

ま
た
、
軽
減
税
率
導
入
に
必

要
な
財
源
１
兆
円
の
内
６
０

０
０
億
円
の
見
通
し
は
立
っ

て
お
ら
ず
、
今
後
の
検
討
課

題
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ

う
に
問
題
の
多
い
軽
減
税
率

を
導
入
し
て
ま
で
消
費
税
増

税
を
す
る
こ
と
な
く
。
租
税

立
法
上
の
原
則
で
あ
る
応
能

負
担
の
税
制
に
戻
す
べ
き
で

あ
る
。

％
、
ア
メ
リ
カ
49
・
３
％
、

イ
ギ
リ
ス
63
・
４
％
、
ド
イ

ツ
48
・
９
％
、フ
ラ
ン
ス
47
・

０
％
、
中
国
52
・
４
％
、
韓

国
61
・
２
％
で
、日
本
の
法
人

税
率
が
高
い
と
い
う
批
判
は

あ
る
が
、
税
収
を
構
成
す
る

も
う
一
つ
の
要
素
で
あ
る
課

税
ベ
ー
ス
は
極
め
て
低
い
と

公
表
さ
れ
て
い
る
。
税
率
は

高
い
と
は
言
え
、
実
質
負
担

は
か
な
り
低
い
と
言
え
る
。

　

ま
た
、
日
本
よ
り
税
率
が

高
い
ア
メ
リ
カ
で
は
、
世
界

的
大
企
業
を
多
く
輩
出
し
て

お
り
、
決
し
て
法
人
税
減
税

が
国
際
競
争
力
を
高
め
て
い

る
わ
け
で
は
な
い
。

　

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
よ
り
経

済
の
「
好
循
環
」
が
生
ま
れ

て
い
る
と
言
わ
れ
て
い
る

が
、
国
内
企
業
の
大
半
を
占

め
る
中
小
零
細
企
業
の
多
く

が
赤
字
で
「
好
循
環
」
の
恩

恵
を
受
け
て
い
な
い
。
こ
の

構
造
を
正
さ
な
い
限
り
経
済

自
体
は
良
く
な
ら
な
い
。

　

企
業
利
益
は
、
内
部
留
保

と
株
主
配
当
に
向
け
ら
れ

る
。
法
人
税
は
企
業
の
利
益

に
課
税
す
る
た
め
減
税
の
結

果
、
内
部
留
保
と
株
主
配
当

が
増
加
す
る
こ
と
に
な
る
。

法
人
税
減
税
の
前
に
優
遇
措

置
で
あ
る
租
税
特
別
措
置
の

大
幅
な
見
直
し
、
中
小
零
細

企
業
に
対
す
る
対
策
、
３
５

０
兆
円
も
あ
る
内
部
留
保
に

対
す
る
課
税
が
先
決
で
あ

る
。

上
げ

　

現
行
４
・
４
％
か
ら
10
・

３
％
に
引
上
げ

④ 

地
方
創
生
応
援
税
制
（
企

業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
の

創
設

・
地
域
再
生
法
の
改
正
を
前

提
に
、
同
法
の
施
行
の
日
か

ら
２
０
２
０
（
平
成
32
）
年

３
月
31
日
ま
で
の
間
に
、
地

方
公
共
団
体
の
行
う
同
法
の

認
定
計
画
に
記
載
さ
れ
た
一

定
の
事
業
に
関
連
す
る
寄
付

金
を
支
出
し
た
場
合
に
は
、

そ
の
支
出
し
た
寄
付
金
の
額

の
合
計
額
の
20
％
を
法
人
住

民
税
額
か
ら
、
10
％
を
法
人

事
業
税
か
ら
控
除
す
る
税
額

控
除
を
創
設
す
る
。

⑤ 

復
興
支
援
の
た
め
の
税
制

上
の
措
置

・
復
興
産
業
集
積
区
域
に
お

い
て
機
械
等
を
取
得
し
た
場

① 

消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度

の
導
入

・
２
０
１
７
（
平
成
29
）
年

４
月
に
、
軽
減
税
率
制
度
を

導
入
す
る
。

・
対
象
品
目
は
、
酒
類
及
び

外
食
を
除
く
飲
食
料
品
、
週

２
回
以
上
発
行
さ
れ
る
新
聞

の
定
期
購
読
料
。

・
軽
減
税
率
は
８
％
で
（
国

税
分
６
・
24
％
、
地
方
税
分

１
・
76
％
）

・
２
０
２
１
（
平
成
33
）
年

① 

国
税
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー

ド
納
付
制
度
の
創
設

・
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ

る
国
税
の
納
付
制
度
を
創
設

す
る

②
加
算
税
制
度
の
見
直
し

・
調
査
を
行
う
旨
の
通
知
以

後
、
か
つ
、
更
正
又
は
決
定

が
あ
る
べ
き
こ
と
を
予
知
す

る
前
に
さ
れ
た
修
正
申
告
に

基
づ
く
過
少
申
告
加
算
税
の

割
合
（
現
行
０
％
）
を
５
％

　

給
与
等
の
支
払
者
に
対
し

て
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除

申
告
書
等
を
提
出
す
る
場
合

に
お
い
て
、
そ
の
支
払
者

が
、
提
出
す
る
者
の
個
人
番

号
及
び
控
除
対
象
配
偶
者
又

は
扶
養
親
族
等
の
個
人
番
号

等
を
記
載
し
た
帳
簿
を
備
え

４
月
か
ら
適
格
請
求
書
等
保

存
方
式
を
導
入
。
そ
れ
ま
で

の
間
は
簡
素
な
方
法
と
す
る

と
と
も
に
、
税
額
計
算
の
特

例
を
設
け
る
。

②
車
体
課
税
の
見
直
し

・
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
上

げ
時
に
、
自
動
車
取
得
税
を

廃
止
す
る
と
と
も
に
、
自
動

車
取
得
税
の
グ
リ
ー
ン
化
機

能
を
維
持
・
強
化
す
る
環
境

性
能
割
を
そ
れ
ぞ
れ
導
入
。

と
し
、
期
限
後
申
告
又
は
修

正
申
告
に
基
づ
く
無
申
告
加

算
税
の
割
合
（
現
行
５
％
）

を
10
％
と
す
る
。

・
短
期
間
に
繰
り
返
し
て
無

申
告
又
は
仮
装
・
隠
蔽
が
行

わ
れ
た
場
合
に
は
、
無
申
告

加
算
税
の
割
合
又
は
重
加
算

税
の
割
合
に
つ
い
て
、
そ
れ

ぞ
れ
の
割
合
に
10
％
を
加
算

す
る
措
置
を
講
ず
る
。

て
い
る
と
き
は
、
提
出
す
る

者
は
、
当
該
提
出
す
る
申
告

書
に
個
人
番
号
の
記
載
を
要

し
な
い
も
の
と
さ
れ
た
。

　

以
上
が
、
税
制
大
綱
の
概

要
で
あ
る
が
、
法
人
税
減

税
、
消
費
税
軽
減
税
率
に
つ

い
て
考
え
て
み
た
い
。

合
の
特
別
償
却
又
は
税
額
控

除
制
度
に
つ
い
て
、
一
定
の

見
直
し
を
行
い
つ
つ
、
適
用

期
限
を
５
年
延
長
。

械
及
び
装
置
の
取
得
を
し
た

場
合
に
は
、
固
定
資
産
税
の

課
税
標
準
を
最
初
の
３
年
間

価
格
の
２
分
の
１
と
す
る
特

例
措
置
を
創
設
す
る
。

表１　法人税率の引下げ
2015年度 2016・17年度 2018年度

法人税率 23.9％ 23.4％ 23.2％

法人事業税所得割 6.0％ 3.6％ 3.6％

法人実効税率 32.11％ 29.97％ 29.74％

表２　地方住民税法人税割の税率の引下げ
現　行 改　正　案

標準税率 制限税率 標準税率 制限税率

道府県民税
法人税割　 3.2％ 4.2％ 1.0％ 2.0％

市町村民税
法人税割　 9.7％ 12.1％ 6.0％ 8.4％

消
費
税
増
税
（
軽
減
税
率
）
は

消
費
税
増
税
（
軽
減
税
率
）
は

何
が
問
題
な
の
か

何
が
問
題
な
の
か


